地公給与の取扱いについて地公部会が総務省と交渉－8月24日

－交付税の減少などを含め国公同様の引下げを強制しない、非常勤職員の勤務実態を改めて把握し結果を踏まえ対応したい、と回答－

※この交渉情報は、ホームページ、機関紙、チラシ等には活用せず、内部意思統一用に止めてください。

　公務員連絡会地公部会は８月24日、人事院勧告を受けた地方公務員給与の取扱いをめぐり、総務省給与能率推進室と交渉を行った。この交渉は、８月10日に行った「2012年地方公務員給与等の決定に関する申入れ」に対する回答を引き出すべく実施したもの（自治労情報2012第0214号）で、地公部会からは藤川事務局長をはじめ、幹事クラスが出席し、総務省からは堀井給能室長らが対応した。

堀井室長は、８月10日の申入れに対し、以下の通り回答した。

１．地方公務員の給与決定、特に臨時特例減額の地公給与への波及について

給与改定・臨時特例法においては、地方公務員の給与について、同法附則第12条で「地方公務員法及びこの法律の趣旨を踏まえ、地方公共団体において自主的かつ適切に対応されるものとする」と規定されている。給与改定・臨時特例法が成立した２月には、総務省から「地方公務員法及びこの法律の趣旨を踏まえ、地方公共団体において自主的かつ適切に対応されるよう期待」する旨の技術的助言を行った。

したがって、各地方公共団体に対し、今回の国家公務員に係る時限的な給与削減措置と同様の措置を実施するよう要請することや、強制することは考えていない。

２．55歳を超える職員の昇給、昇格時昇給額に係る見直しについて

今般の人事院勧告において、第１に55歳を超える職員は標準の勤務成績では昇給停止すること、第２に高位の号俸から昇格した場合の俸給月額の増加額を縮減する旨が勧告・報告された。これらの措置は、世代間の給与配分の適正化を図る観点からのものと理解している。

地方公務員法第24条３項により、地方公務員の給与は国家公務員の給与などを考慮して定めなければならないとされており、昇給・昇格制度を含めた地方公務員の給与制度については、国家公務員の給与制度を基本とすべきものと考えている。

３．公営企業および技能労務職員の給与について

技能労務職員等の給与については、一般行政職と異なり、人事委員会勧告の対象とはならず、労使交渉を経て労働協約を締結することができる。一方、技能労務職員等の給与については、法律上、職務の性格や内容を踏まえつつ、同一または類似の職種に従事する民間従業者との均衡を考慮して定めなければならないとされている。

なお、技能労務職員等の給与については、同種の民間事業の従事者に比べ、高額となっているのではないかとの国民等からの厳しい批判があったところである。各地方公共団体においては、このような点を踏まえ、給与に関する情報の開示を進めながら、住民の理解と納得を得られる適正な給与とすることが重要であると考えている。

４．地方公務員の雇用と年金の確実な接続と生活できる給与の確保について

国家公務員の雇用と年金の接続については、本年３月23日に基本方針が決定され、「定年退職する職員がフルタイム再任用を希望する場合、当該職員の任命権者は、定年退職日の翌日、常時勤務を要する官職に当該職員を採用するものとする」とされたところである。

地方公務員についても、雇用と年金の接続に向けて、国家公務員の基本方針を踏まえつつ、地方の実情にも留意し、地方自治体関係者のご意見を十分に伺った上で、これまで検討を進めてきた。近いうちにも地方公務員の雇用と年金の接続に関する制度の概要案を地方自治体関係者に示したいと考えており、それに基づいてさらに意見を伺いながら、今後、成案として取りまとめていきたい。

５．臨時・非常勤職員の任用や処遇改善について

パートタイム労働法や労働契約法については、公務員は適用除外されているが、臨時・非常勤職員の任用に当たっては、民間労働法制の動向を十分念頭に置くことも必要であると考えている。臨時・非常勤職員は、任期を限って臨時的、補助的業務に任用されるもので、本格的な業務に従事する場合には、手当の支給が可能な任期付短時間勤務職員制度を活用することが可能である。

総務省では、これまでも地方公共団体の臨時・非常勤職員の問題について、実態調査や検討会での検討を行い、任用の適正化や処遇改善などに向け対応してきたところである。消費者生活相談員について建議いただいた事項についても、消費者庁とよく議論しながら、対応を考えて参りたい。

堀井室長の回答を受け、地公部会側は以下の通り質した。

(1) 地方公務員の給与決定については、地方の労使交渉による自主決着を尊重すべきであり、人事院勧告に関する国家公務員の給与の取扱い決定を受けた副大臣通知は出さないようお願いする。

(2) ラスパイレス指数が例年公表されているが、そもそも国と地方では組織、機構、役職の構成が異なるにも関わらず、ラスパイレス指数を用いて国と地方の給与水準を比較することは問題であり、また、公表によって地方公務員給与水準への要らぬ政治的、社会的な批判を招くことにもなることから、慎重に対応すべきではないか。

(3) 給与改定・臨時特例法と同様の措置を地方公共団体へ要請も強要もしないとの回答であったが、財源も含めてという理解でよいか。

(4)55歳を超える職員の昇給、昇格時昇給額に係る見直しについては、国家公務員の給与制度を基本とすべきという回答であったが、各人事委員会がそれぞれの地方自治体の職員の実情等を踏まえて勧告し、それに基づき労使で交渉し決定することを尊重すべきではないか。

(5) 臨時・非常勤職員をめぐる課題については、与野党を問わず、国会において関心が高くなっている事実を踏まえても、これまで通りの回答や姿勢に終始していてはならないと考える。総務省では、これまで実態調査やその結果を踏まえた技術的助言を行うなどしているが、率直にどのような課題があると認識しているのか。

これに対し、総務省側は以下の通り答えた。

(1) 総務省あるいは総務大臣として助言を行うことができるという地方公務員法及び地方自治法の規定に基づき、必要な場合に、適時適切にこれまでも助言を行ってきた。人事院勧告に関する国の取扱いが決定された時は、毎年その内容の紹介とともに地方公務員の給与に関して総務省として必要と考える内容を含めた助言通知を発出している。今後も地方公務員法及び地方自治法に基づく助言については、適切に判断し、地方公共団体に対し適切に助言を行っていきたいと考えている。

(2) ラスパイレス指数については、様々な方面でよく周知されており、関心も高い指数である。毎年度、給与実態調査の結果をもとに数値を算出し公表している。本年の作業状況については、昨年は東日本大震災の関係もあり、今年の３月に公表したが、今年は例年通り作業を進めている。公表時期についてはまだ決まっていないが、例年では12月の終わり頃に給与実態調査結果の公表に合わせてラスパイレス指数を公表しており、今年も例年のスケジュールを念頭に作業を進めている。給与については、より一層の情報公開・情報提供が社会的にも求められており、また給与条例主義の下では給与決定権者というのは、いわば有権者あるいは議会であり、そうした関係者が正しく判断・理解していただけるように、今後も情報公開を進めていきたいと考えており、そうした中で、ラスパイレス指数についても、より一層の検討を加えながら、引き続き努力して参りたいと考えている。

(3) 政府において平成23年６月３日に質問主意書への答弁の閣議決定を行っており、その中で地方交付税の交付額の減少あるいは義務教育費国庫負担率の引下げを手段とすることを含め国家公務員給与の引下げと同様の引下げを地方公共団体に強制することは考えていないと答弁をしている。閣議決定をされており、現在においてもこれが政府の基本的な方針である。

(4) 地方公務員の給与の制度については、均衡の原則の考え方からすれば国家公務員の制度を基本とすべきであると考えており、各地方公共団体がそうしたことを十分踏まえた上で適切に人事委員会勧告がなされ、適切な給与決定過程を経て、議会の承認を経て、条例が定まっていくということであるので、均衡の原則が法律上の原則であるので、こういった規定を踏まえ各団体で適切に対応されることを望んでいる。

(5) 臨時・非常勤職員をめぐる課題については、任期付短時間勤務職員制度の導入が進んでいないといった指摘を研究会でも受けているが、その活用を進めるために、今までもその制度を使って運用できるケースとか、その制度のメリットなどを任命権者に認識していただくことが重要だということで、記事を記載したり、各種の会議で周知を図ってきた。まずは、そこを引き続きやる必要があると思っている。また、手当については、自治法上の考え方もあり、本来、臨時・非常勤職員は、任期を限って臨時的・補助的業務に任用されるという制度の趣旨として設立されているので、支給すべき本格的な勤務を行っている方については任期付短時間勤務職員制度を活用するよう助言してきた。そういったことを進めてきているが、色々な指摘をいただいているところであるので、改めて非常勤職員の勤務実態を把握する必要があると考えている。その把握した結果を踏まえて対応していきたいと思う。

　これらの回答に対して、藤川事務局長は、①地方公務員給与をめぐってはこれまでと全く違う情勢にあり、ラスパイレス指数の公表については改めて議論する場を設けること②地方公共団体に対する技術的助言をする場合は地公部会と議論した上で行うこと③55歳を超える職員の昇給、昇格時昇給額に係る見直しについては、国家公務員の取扱いが現段階では不透明であることから、その動向を踏まえ、引き続き議論すること④地方公務員における雇用と年金の接続については定年延長が最も相応しいものであり、引き続き定年延長の実現に向けて努力すること、などを強く要請し、交渉を終えた。

以上

